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凡 例 

１  文中の金額は『万円単位』で表示し、各表中の金額は『千円単位』で表示している。 

なお、文中の金額『万円単位』は、単位未満を切捨てで表示し、各表中の金額『千円単位』は、

原数値により算出した上で、単位未満を四捨五入等により調整した表示としている。 

２ 文中及び各表中に用いる比率（％）について、原数値により算出し、小数点以下第２位を四捨五

入して小数点以下第１位まで表示しているが、構成比において内訳の合算と合計とが一致しない場

合については、小数点以下第２位を比較した上で、構成比が合計１００％となるよう調整した。 

３ 各符号の用法は次のとおりである。 

 「 △ 」  負数 

 「 ０ 」  該当数値がないもの又は単位未満のもの 

「０．０」   比率計算において、該当数値がないもの又は該当数値はあるが単位未満のもの 
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令和元年度埼玉県後期高齢者医療広域連合 

一般会計・特別会計歳入歳出決算審査意見 

 

第１ 審査の対象 

 令和元年度埼玉県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出決算 

令和元年度埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出

決算 

 上記各会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、

財産に関する調書及びこれらに係る証書類 

 

第２ 審査の期間 

 令和２年６月２９日から同年７月２８日まで 

 

第３ 審査の方法 

 審査に当たっては、審査に付された令和元年度埼玉県後期高齢者医療広域連合一般

会計及び特別会計歳入歳出決算並びに歳入歳出決算事項別明細書等の決算附属書類

が関係法令に準拠して作成されているか、また、予算は関係法令に則って適正かつ効

率的に執行されているか等に主眼をおき、関係職員から説明を聴取し、その適否につ

いて慎重に審査した。 

 

第４ 審査の結果 

 審査に付された令和元年度埼玉県後期高齢者医療広域連合一般会計及び特別会計

歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する

調書及びこれらに係る証書類については、それぞれ関係法令に準拠して作成されてお

り、その計数は正確であると認められ、また、予算についても、適正に執行されてい

るものと認められた。 

 審査の結果の概要は、以下のとおりである。 
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Ｂ

Ｃ
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　令和元年度決算額は、前年度決算額と比べると、歳入では、４４０億８，４１３万円（６．１％）、
歳出では、４８２億９２１万円（６．８％）それぞれ増加したが、歳出総額の増加の方が大きいため実
質収支額では、４１億２，５０８万円（２２．０％）減少した。

　この歳出総額の増加要因は、被保険者数が増加し、療養の給付等の支払額が伸びたことなどによ
るものである。

14,612,117

770,034,243
755,422,126

0翌年度へ繰り越すべき財源

15,389

歳 入 総 額

歳 出 総 額

0
歳入歳出差引額（Ａ－Ｂ）

768,537,642

第５　審査の概要

　　（１）決算額
　　　　令和元年度の決算額は、次表のとおりである。

　　１　決算の総括

1,496,601
1,496,800

一般会計

1,481,212

決算総括表

合計区　　　　分

予 算 現 額

(単位：千円)

780,300,822

753,940,914
14,596,728

0

特別会計

778,804,022

780,300,822
対前年度増減

(単位：千円、％)

　　（２）決算額の比較

（注）「実質収支額」は、「歳入歳出差引額」から「翌年度へ繰り越すべき財源」を差し引いた額である。

　　　　一般会計と特別会計を合わせた決算額の前年度との比較は、次表のとおりである。

　特別会計は、後期高齢者医療制度の施行（平成２０年４月１日）に伴い設置され、令和元年度が
１２年度目にあたる。

区　　　　分 令和元年度

実 質 収 支 額（Ｃ－Ｄ） 15,389 14,612,117

決算額の比較表

14,596,728

平成３０年度

歳 入 総 額 770,034,243 725,950,109 6.144,084,134

増減率

726,212,034 54,088,788 7.4予 算 現 額

△ 22.0
歳 出 総 額 755,422,126 707,212,911 48,209,215 6.8
歳入歳出差引額（Ａ－Ｂ） 14,612,117 18,737,198 △ 4,125,081

0 0
実 質 収 支 額（Ｃ－Ｄ） 14,612,117 18,737,198 △ 4,125,081

翌年度へ繰り越すべき財源 0
△ 22.0

-

－2－



歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

△ 553,042
△ 6,623

0
0

0

　　　　歳入歳出決算状況は、次表のとおりである。

歳入歳出決算状況表

（Ａ） （Ｂ） （歳出）（Ａ）－（Ｂ）

決算額の
予算現額に
対する割合

予算現額 決算額

　歳入予算現額１４億９，６８０万円に対し、歳入決算額は１４億９，６６０万円で、差引１９万円
下回った。

　　２　一般会計
　　（１）歳入歳出決算状況

(単位：千円、％)

区　　　分

令和元年度 予算現額と
決算額との比較

（歳入）（Ｂ）－（Ａ）

歳 入 1,496,800 1,496,601 △ 199 99.9

歳 入 総 額

歳 出 1,496,800 1,481,212 15,588 99.0

0

2,056,266
2,034,254

実質収支状況表

(単位：千円)

区　　　　　分

　歳出予算現額１４億９，６８０万円に対し、歳出決算額は１４億８，１２１万円で、差引１，５５８
万円（１．０％）の未執行となった。

令和元年度 対前年度増減平成３０年度

実 質 収 支 額 22,012 △ 6,623

翌年度へ
繰り越す
べき財源

継 続 費 逓 次 繰 越 額

0事 故 繰 越 し 繰 越 額

1,496,601
1,481,212

15,389
0

22,012

0

△ 559,665

0
0

00
15,389

計

　令和元年度決算額は、歳入総額１４億９，６６０万円、歳出総額は１４億８，１２１万円で、歳入歳
出差引額は１，５３８万円となり、３０年度決算額と比較すると、歳入総額で５億５，９６６万円、歳
出総額で５億５，３０４万円それぞれ減少し、歳入歳出差引額で６６２万円減額となった。

繰 越 明 許 費 繰 越 額

0

－3－



※

※

※ 228.2
1.0

267

（注）２　「自主財源」は、分担金及び負担金等の地方公共団体が自ら徴収または収納できる財源である。

　　　　　「依存財源」は、自主財源以外の国庫支出金及び県支出金である。

　令和元年度の款別歳入決算額においては、分担金及び負担金が５億６，３８７万円、前年度決算額を
下回り、国庫支出金が２１６万円、繰越金が１７７万円、前年度決算額を上回り、決算総額で５億
５，９６６万円の減額となった。

　　　　款別の歳入決算状況は、次表のとおりである。

　また、決算額の調定額に対する割合は１００．０％である。

0 0

(単位：千円、％)

　決算額は１４億９，６６０万円で、予算現額に対する割合は９９．９％である。

収 入 未 済 額

款別歳入決算状況表

‐0不 納 欠 損 額

100.0
00

100.0

　　（２）歳　入
　　　　歳入決算状況は、次表のとおりである。

区　　　分

予 算 現 額

増減率

△ 562,290

(単位：千円、％)

対前年度増減

金額
令和元年度

22,012 1.5

99.8

（注）１　区分欄に※のついている歳入科目は「自主財源」、それ以外は「依存財源」

0.0

予 算 現 額 に 対 す る 割 合

歳入決算状況表

調 定 額

決 算 額 1,496,601 2,056,266
99.9

1,496,800

平成３０年度

2,059,090

415

（Ｂ）－（Ａ）

1

比　率

令和元年度

（Ｂ）（Ａ）

決算額

構　成

0.2

分担金及び負担金

国庫支出金 2,905

調 定 額 に 対 す る 割 合

99.9 ‐
‐‐

0

依存財源

合　  計

△ 559,665

△ 27.3
△ 27.2
△ 27.2

△ 559,665

‐

‐

2,056,2661,496,601

1,496,800

区　分

諸収入

自主財源

予算現額

22,012

1,471,627

256

1,493,895
2,905

繰越金

△ 27.3

521.0
△ 27.2

2,055,851
415

2,056,266

100.0 △ 561,827129
△ 328

△ 559,665△ 199

決算額

100.0
2,162

1,494,024
2,577

20,236
128

1,471,628
2,577

100.01,496,601
0.2

98.3

予算現額と
決算額との

比較

比　率

△ 328

平成３０年度

99.0

決算額

（Ｃ）

決算額

構　成

2,035,498

対前年度増減

金額 増減率

（Ｂ）－（Ｃ）

1,776 8.8

△ 27.7

521.0
△ 563,870

　令和元年度の歳入決算額を款別構成比率でみると、主要な自主財源である分担金及び負担金が１４億
７，１６２万円で歳入総額の９８．３％を占め、次いで繰越金が２，２０１万円で１．５％を占めてい
る。
　また、依存財源である国庫支出金は２５７万円で０．２％であった。

2,1620.0
0

117 0.0384 0.0

－4－



１

１

算額との比較

　予算現額２９０万円に対し、決算額は２５７万円で、収入率は８８．７％である。

款　　・　　項

（Ａ）

決算額

対前年度増減

金額

令和元年度 平成３０年度

予算現額

2,577国庫支出金 2,162
△ 3282,577
△ 328

収入率

（Ｂ）－（Ａ）

　　　　　第２款　　国庫支出金

521.02,16288.7

（単位：千円、％）

2,905

　歳入の内容は、市町村負担金（共通経費負担金）である。これは、広域連合規約第１７条第２項の規定

増減率

△ 27.7

平成３０年度

△ 563,870 △ 27.7

△ 563,870

予算現額と決予算現額

算額との比較

決算額決算額

（Ｂ）－（Ａ）

収入率

（Ｂ）／（Ａ）

対前年度増減

金額

（単位：千円、％）

款　　・　　項

令和元年度

負担金

予算現額と決

（Ｂ）（Ａ）

1,471,628
100.01,471,628分担金及び負担金 1,471,627

1,471,627
1
100.0

521.0

　　　　　第１款　　分担金及び負担金

に基づき、広域連合の運営に係る人件費、賃借料、備品購入費等の共通経費について、広域連合を構成す

（Ｃ）

2,035,498
2,035,498

（Ｂ）－（Ｃ）

1

増減率決算額

（Ｂ）－（Ｃ）

　予算現額１４億７，１６２万円に対し、決算額は１４億７，１６２万円で、収入率は１００．０％で
ある。

国庫補助金 2,905

（Ｃ）（Ｂ）／（Ａ）

88.7
（Ｂ）

415

る県内各市町村からの負担金を受け入れたものである。

415

－5－



１

１

２

　平成３０年度繰越金２，０２３万円に対し、令和元年度は１７７万円の増となった。

1,776
1,776

　予算現額２，２０１万円に対し、決算額は２，２０１万円で、収入率は１００．０％である。

22,012

款　　・　　項

100.0 20,236
0

（Ｂ）／（Ａ）

決算額

8.8
8.8100.0 20,236

対前年度増減

金額 増減率

算額との比較

（Ｂ）－（Ａ）

0
（Ａ）

繰越金

（Ｃ）

22,012
（Ｂ）

繰越金 22,012

款　　・　　項
予算現額

令和元年度

22,012

収入率予算現額と決

　　　　　第３款　　繰越金

（Ｂ）－（Ｃ）

平成３０年度

決算額

（単位：千円、％）

収入率 決算額 金額 増減率

　　　　　第４款　　諸収入

（単位：千円、％）

算額との比較

令和元年度 平成３０年度 対前年度増減

予算現額 決算額 予算現額と決

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

諸収入 256 384 128 150.0 117 267 228.2

雑入 209 333 124 159.3 61 272 445.9
預金利子

　予算現額２５万円に対し、決算額は３８万円で、収入率は１５０．０％である。

△ 8.947 51 4 108.5 56 △ 5

－6－



34.7議 会 費 1,439 896 0.1

区　分

令和元年度

予算現額と 決算額 決算額 金額 増減率

予 備 費

51 0.0 0公 債 費

8,000 0
-

1,705,267
2.9

1,142,425

8,000
51 0

（Ｂ）－（Ｃ）

0.0 0

6,994

合　  計 1,496,800 1,481,212 100.0 15,588 2,034,254 △ 27.2

0 0.0 0

0 83.8 △ 562,842

665

100.0 △ 553,042

平成３０年度

-

△ 33.0

0.0 231

△ 553,042

22.8

構　成

比　率 （A）－（B）

区　　　分

予 算 現 額 △ 562,2901,496,800

　　（３）歳　出

　　　　歳出決算状況は、次表のとおりである。

令和元年度 平成３０年度

(単位：千円、％)

0
0.0

歳出決算状況表

2,059,090

1.21.0

0.0

- -

　　　　款別の歳出決算状況は、次表のとおりである。

344,885 337,891

構　成

　決算額は１４億８，１２１万円で、予算現額１４億９，６８０万円に対する割合は９９．０％である。

(単位：千円、％)

総 務 費

　翌年度繰越額はなく、不用額は１，５５８万円で、予算現額に対する割合は１．０％である。

決算額との比較

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

328,322

比　率

99.0
1,481,212

予 算 現 額 に 対 す る 割 合

不 用 額 15,588

77.11,142,425

款別歳出決算状況表

-
翌 年 度 繰 越 額

-
△ 37.2

民 生 費

543
16.2 9,569

対前年度増減

予算現額 決算額 決算額

0

2,034,254決 算 額

予 算 現 額 に 対 す る 割 合 98.8

予 算 現 額 に 対 す る 割 合

-
△ 9,248

0
0.0

　令和元年度の歳出決算額を款別構成比率でみると、総務費が３億３，７８９万円で２２．８％、民生費
が１１億４，２４２万円で７７．１％となっており、この２つの款が歳出のほぼ全てを占めている。

　令和元年度の款別歳出決算額においては、総務費が９５６万円、前年度決算額を上回り、民生費が５億
６，２８４万円、前年度決算額を下回り、決算総額で５億５，３０４万円の減額となった。

対前年度増減

金額 増減率

24,836

0.0

△ 27.3
△ 27.2

-
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１

　このうち、事業の執行状況は次のとおりである。

896 543

（単位：千円、％）

62.3
執行率

議会運営事業

不用額

231 34.7

　予算現額１４３万円に対し、決算額は８９万円で、執行率は６２．３％である。

議会費 1,439 896 543 62.3 665

　　　　　第１款　　議会費

款　　・　　項

令和元年度 平成３０年度 対前年度増減

予算現額 決算額 決算額 金額執行率

　　第１項　議会費

　不用額は、次のとおりである。

　また、議会の審議記録の重要性を考慮し、その録音から会議録の調製製本までの業務を委託し実施し
たものである。

　議会運営事業は、定例会２回、臨時会１回を開催し、条例、予算など１７議案の審議を行ったもので
ある。

増減率

算額との比較

予算現額と決

（A）－（B） （Ｂ）／（Ａ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

事　業　名

1,439
予算現額 支出済額

　　　第１目　議会費（議会会場使用料、会議録作成委託料、費用弁償など）の執行残　　　　５４万円

（単位：千円、％）

34.7
議会費 1,439 896 543 62.3 665

231
（Ａ） （Ｂ）

－8－



１

２

３

　事務局職員給与等負担金は、広域連合を構成する市町村から派遣された職員３５人の給与や共済組合
負担金等であり、派遣元で支給した職員給与等を、年度末に市町村からの請求に基づき負担金として支
払ったものである。

非常勤嘱託員雇用事業

126 99.6
事務局職員給与等負担金 277,040 98.25,058
電算機器運用・維持管理事業 34,60234,728

328,241 9,604

524

予算現額 決算額

98.0

執行率 決算額

337,891 6,994

　　　　　第２款　　総務費

（Ａ） （Ｂ） （A）－（B）

令和元年度

増減率

不用額

　このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。

（単位：千円、％）

　予算現額３億４，４８８万円に対し、決算額は３億３，７８９万円で、執行率は９８．０％である。

予算現額事　業　名

　　　第１目　一般管理費（負担金、補助及び交付金、委託料、使用料及び賃借料など）

　不用額は６９９万円であり、その主なものは次のとおりである。

271,982

96.514,458
執行率支出済額

14,982

344,808

　　第１項　総務管理費

328,322
2.9

25
監査委員費 52

337,845
0.0

　決算額の主なものは、次のとおりである。

46 6 88.5 52

対前年度増減

（Ｂ）－（Ｃ）

算額との比較

2.9

款　　・　　項

平成３０年度

予算現額と決

（Ｂ）／（Ａ）

（単位：千円、％）

　　　　　　　                           　　　　　　　　　　　　　　　　　３億３，７８４万円

△ 6

9,569
総務管理費

344,885

選挙費 29 △ 29 △ 100.025

金額

（Ｃ）

98.0
総務費

　　第１項　総務管理費

0

　　　第１目　一般管理費（負担金、補助及び交付金、需用費など）の執行残　　　　　　６９５万円

　広域連合は、後期高齢者医療制度の円滑かつ適正な事業運営に向け、県内各市町村の７５歳以上
（６５歳以上の一定以上の障がいがある者を含む）の被保険者の賦課及び給付事業を一元的に行うた
め、市町村からの派遣職員及び非常勤職員で運営している。

　非常勤嘱託員雇用事業は、職員の事務の補助及び保健事業の推進のため、６人の嘱託員（うち１人は
保健師）を雇用したものである。

　電算機器運用・維持管理事業は、情報系システム及び財務会計システムの機器類の調達及び保守・運
用管理業務、改元や消費税率改定等に伴う財務会計システムの改修、システム関係コストの削減及び安
心安全なシステムの導入・運用のため、システムＩＴコンサルタントからの支援を受ける業務委託を
行ったものである。

6,963

△ 11.5
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１

１

（Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

‐

当初予算額と充用額

0.0
0.0 0 0

対前年度増減

0 0 ‐

予備費 8,000 0
（Ａ） （Ａ）－（Ｂ）

0 0
（Ｂ）－（Ｃ）（Ｃ）

充用額との比較

8,000

　　　　　第５款　　予備費

款　　・　　項

（Ｂ）

金額 増減率

公債費 51

平成３０年度

充用額当初予算額

0 51

（単位：千円、％）
令和元年度

公債費 51 0 51
（Ａ） （Ｂ） （A）－（B） （Ｂ）／（Ａ）

算額との比較

執行率 決算額予算現額と決決算額

‐

（単位：千円、％）

△ 33.0

社会福祉費 1,142,425 1,142,425 0 100.0 1,705,267 △ 562,842 △ 33.0

（Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

△ 562,842民生費 1,142,425 1,142,425 0 100.0 1,705,267

金額

（Ａ） （Ｂ） （A）－（B） （Ｂ）／（Ａ）

算額との比較

令和元年度 平成３０年度 対前年度増減

予算現額 決算額 予算現額と決 執行率 決算額
款　　・　　項

（単位：千円、％）

款　　・　　項

令和元年度 平成３０年度 対前年度増減

増減率

　　　　　第３款　　民生費

金額

増減率

8,000 0 ‐8,000 0 0

　予算現額、決算額ともに１１億４，２４２万円で執行率は１００．０％である。

１ 予備費

　当年度は未執行であった。

　当年度は未執行であった。

　　第１項　社会福祉費

　決算額の内訳は次のとおりである。

　　　　　第４款　　公債費

予算現額

　　　第１目　老人福祉費（繰出金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１億４，２４２万円
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繰 越 明 許 費 繰 越 額

事 故 繰 越 し 繰 越 額 0

0

計 0

0

00

0

18,715,186 △ 4,118,458

0
0

0

実 質 収 支 額 14,596,728

0
0

翌年度へ
繰り越す
べき財源

継 続 費 逓 次 繰 越 額

歳 入 歳 出 差 引 額

48,762,257
△ 4,118,458

歳 出 総 額 753,940,914
14,596,728

705,178,657
18,715,186

歳 入 総 額

対前年度増減

44,643,799
区　　　　　分 令和元年度

768,537,642 723,893,843
平成３０年度

(単位：千円)

実質収支状況表

歳 出 778,804,022 753,940,914 24,863,108 96.8

予算現額と
決算額との比較 決算額の

予算現額に
対する割合

予算現額 決算額
（歳入）（Ｂ）－（Ａ）

歳 入 778,804,022 768,537,642 △ 10,266,380 98.7
（歳出）（Ａ）－（Ｂ）

　　３　後期高齢者医療事業特別会計　
　　（１）歳入歳出決算状況

(単位：千円、％)

区　　　分

令和元年度

  なお、令和元年度歳入歳出差引額１４５億９，６７２万円は、実質収支額として令和２年度に全
額繰越しとなるものである。

　令和元年度決算額は、歳入総額７，６８５億３，７６４万円、歳出総額７，５３９億４，０９１
万円で、歳入歳出差引額は１４５億９，６７２万円となり、３０年度決算額と比較すると、歳入総
額で４４６億４，３７９万円、歳出総額で４８７億６，２２５万円それぞれ増加したが、歳出総額
の増加の方が大きいため、歳入歳出差引額で４１億１，８４５万円減額となった。

　歳入予算現額７，７８８億４０２万円に対し、歳入決算額は７，６８５億３，７６４万円で、
差引１０２億６，６３８万円（１．３％）下回った。

　歳出予算現額７，７８８億４０２万円に対し、歳出決算額は７，５３９億４，０９１万円で、
差引２４８億６，３１０万円（３．２％）の未執行となった。

　　　　歳入歳出決算状況は、次表のとおりである。

歳入歳出決算状況表

（Ａ） （Ｂ）
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※

※

※

※

※

※

対前年度増減

10,914,944
7,145,770

歳入決算状況表

0.00 0 0.0

0.2 △ 562,842

142,474,795

区　分

令和元年度

市町村支出金

△ 33.0

231,771,468 235,130,194 30.6
5.4

100.0

収 入 未 済 額

不 納 欠 損 額 973

構　成

（Ｂ） 比　率

　　　　　款別歳入決算状況表

平成３０年度

予算現額

平成３０年度

724,152,944
724,012,446

71
△ 14,174

7.5

-
-100.0 ‐

100.0 ‐
44,643,799723,893,843

0

増減率

△ 2,622,888

　款別の歳入決算状況は、次表のとおりである。

902
118,532

対前年度増減

金額

決 算 額

44,630,527

　　（２）歳　入
　　　　歳入決算状況は、次表のとおりである。

区　　　分

予 算 現 額

増減率

54,651,078

令和元年度

778,804,022

△ 12.0

6.2
6.2

予 算 現 額 に 対 す る 割 合 98.7
768,537,642
768,642,973調 定 額

1,270.4

0.6

調 定 額 に 対 す る 割 合

　決算額は７，６８５億３，７６４万円で、予算現額に対する割合は９８．７％である。また、決算額の
調定額に対する割合は１００．０％である。

104,358

（注）１　区分欄に※のついている歳入科目は「自主財源」、それ以外は「依存財源」

（注）２　「自主財源」は、分担金及び負担金等の地方公共団体が自ら徴収または収納できる財源である。

　　　　　「依存財源」は、自主財源以外の国庫支出金、県支出金等である。

0 0 0.0 0

決算額 決算額

（Ａ）

決算額 金額

（Ｂ）－（Ａ） （Ｃ） 比　率 （Ｂ）－（Ｃ）

構　成

予算現額と
決算額との

比較

決算額

3,358,726 224,215,250
139,851,907 18.2 132,706,137

31.0 4.9
18.3

315,112,423 305,193,105 39.7
61,912,697 60,422,035 7.9 △ 1,490,662 57,124,764

△ 9,919,318 286,839,169
7.9

6.4
3,297,271 5.8

0.1315,686 307,729 0.0 △ 7,957 301,688

18,353,936

2,755,344

6,041 2.0

6,571,582 6,571,582 0.9 0 2,413,688 58.1

17.3

155,412,972 21.5

1,705,267

4,157,894

211

5.7
12,071,607 7.8

723,893,843 100.0

△ 8,059,211 568,480,871 78.5 32,572,192
合　  計 778,804,022 768,537,642 100.0 △ 10,266,380

169,691,748 167,484,579 21.8 △ 2,207,169

609,112,274

150 275 0.0 125

44,643,799 6.2

0.0 64 30.3

18,715,187 2.4 1 15,959,843 2.2

1,142,425

(単位：千円、％)

(単位：千円、％)

国庫支出金

県支出金

支払基金交付金

1,142,425 0.1

39.6
特別高額医療費
共同事業交付金

財産収入

36.2415,593 883,620 319,583

自主財源

依存財源

787,610 1,203,203 0.2

601,053,063 78.2

一般会計繰入金

(上記のうち、
依存財源分)

基金繰入金

繰越金

諸収入 0.1
18,715,186
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令和元年度の款別歳入決算額においては、市町村支出金が７１億４，５７７万円、国庫支出金が１０９
億１，４９４万円、県支出金が３２億９，７２７万円、支払基金交付金が１８３億５，３９３万円、基金
繰入金が２４億１，３６８万円、繰越金が２７億５，５３４万円、前年度決算額を上回り、一般会計繰入
金が５億６，２８４万円、前年度決算額を下回り、決算総額で４４６億４，３７９万円の増額となった。

　なお、歳入決算額における財源別構成比率は、自主財源２１．８％、依存財源７８．２％となってい
る。

　令和元年度の歳入決算額を款別構成比率でみると、依存財源である支払基金交付金が３，０５１億
９，３１０万円で３９．７％、国庫支出金が２，３５１億３，０１９万円で３０．６％、県支出金が
６０４億２，２０３万円で７．９％を占めている。
　また、主要な自主財源である市町村支出金が１，３９８億５，１９０万円で１８．２％、繰越金が
１８７億１，５１８万円で２．４％を占めている。

-13-



１

１

２

　歳入の主なものは、保険料等負担金及び療養給付費負担金である。
　保険料等負担金は、被保険者に係る保険料徴収分並びに低所得者及び被扶養者についての保険料軽減分
に係る市町村負担金であり、８１２億９，１９７万円の歳入があった。
　療養給付費負担金は、療養の給付等に要する費用に係る市町村の負担金であり５８５億５，９９３万円
の歳入があった。

　歳入の主なものは、療養給付費負担金及び調整交付金である。
　療養給付費負担金は、療養の給付等に要する費用に係る国負担金であり、１，７７４億９，０５３万円
の歳入があった。
　調整交付金は、各広域連合間における被保険者の所得の格差による財政の不均衡を是正するための交付
金等であり、５１９億５，４８１万円の歳入があった。

2,330,640 4.5国庫補助金 52,895,528 53,979,749 1,084,221 102.0 51,649,109

金額

（Ｂ）－（Ｃ）

増減率

4.910,914,944

算額との比較

（Ｂ）－（Ａ）

決算額

3,358,726

平成３０年度

決算額収入率
款　　・　　項

予算現額

（Ａ）

231,771,468国庫支出金

令和元年度

235,130,194
（Ｂ）

予算現額と決

款　　・　　項

（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

対前年度増減

収入率

（Ｂ）／（Ａ）

令和元年度

　　　　　第１款　　市町村支出金

　　　　　第２款　　国庫支出金

（Ｃ）

132,706,137
132,706,137

増減率予算現額と決

算額との比較

（単位：千円、％）

5.4

決算額 金額

市町村支出金 142,474,795

予算現額

（Ａ）

7,145,770

平成３０年度

決算額

5.4
139,851,907

（Ｂ）－（Ｃ）

7,145,77098.2△ 2,622,888

市町村負担金 △ 2,622,888142,474,795 98.2139,851,907

8,584,304 5.0178,875,940

（Ｂ）／（Ａ）

181,150,445 2,274,505 101.3 172,566,141

（単位：千円、％）

101.4

対前年度増減

（Ｃ）

224,215,250

　予算現額１，４２４億７，４７９万円に対し、決算額は１，３９８億５，１９０万円で、収入率は
９８．２％である。

　予算現額２，３１７億７，１４６万円に対し、決算額は２，３５１億３，０１９万円で、収入率は
１０１．４％である。

国庫負担金
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１

２

３

１

　歳入の内容は、療養給付費負担金及び高額医療費負担金である。
　療養給付費負担金は、療養の給付等に要する費用に係る県負担金であり、５６７億６，２１２万円の歳
入があった。
　高額医療費負担金は、高額な医療費に係る県負担金であり、３６億５，９９０万円の歳入があった。

決算額

平成３０年度

決算額

対前年度増減

（単位：千円、％）

1

（Ｂ）

61,912,697

315,112,423
305,193,105

（Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

　　　　　第４款　　支払基金交付金

60,422,035 5.83,297,271
（Ａ） （Ｃ）

57,124,764

0

（Ｂ）－（Ｃ）

0
△ 1

97.6

金額 増減率

0

　　　　　第３款　　県支出金

平成３０年度

決算額予算現額

57,124,764県負担金

△ 1,490,662

0.00.0

県支出金

県補助金 △ 1

3,297,271 5.8

収入率

支払基金交付金

支払基金交付金 315,112,423

款　　・　　項
予算現額

算額との比較
款　　・　　項

97.6

（Ｂ）

予算現額と決

算額との比較

（Ｂ）－（Ａ）（Ａ）

△ 9,919,318

△ 9,919,318 6.496.9

（Ｃ）

305,193,105 286,839,169
286,839,169

（Ｂ）／（Ａ）

96.9

対前年度増減

金額 増減率

令和元年度

決算額 収入率

（Ｂ）－（Ｃ）

60,422,035 △ 1,490,660

（単位：千円、％）

0.0 0 0 0.0財政安定化基金支出金 1
61,912,695

令和元年度

予算現額と決

　予算現額３，１５１億１，２４２万円に対し、決算額は３，０５１億９，３１０万円で、収入率は
９６．９％である。

　歳入の内容は、後期高齢者交付金で、療養の給付費等に要する費用に係る各医療保険者からの交付金
（現役世代からの支援金）である。

　なお、当該交付金は、令和元年度実績に基づき精算し、超過分については、令和２年度に返還すること
になる。

0

18,353,936
18,353,936

6.4

　予算現額６１９億１，２６９万円に対し、決算額は６０４億２，２０３万円で、収入率は、９７．６％
である。

－15－



１

１

　歳入の内容は、保険給付費支払基金積立金利子である。

　　　　　第５款　　特別高額医療費共同事業交付金

増減率

算額との比較
款　　・　　項

令和元年度 平成３０年度 対前年度増減

予算現額 決算額 金額決算額 予算現額と決 収入率

（単位：千円、％）

特別高額医療費共同事業交付金

（Ｂ）－（Ｃ）

2.06,041

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

97.5 301,688315,686 307,729 △ 7,957

（Ｃ）

307,729 △ 7,957 97.5 301,688 6,041 2.0

予算現額と決 収入率

財産収入

財産運用収入

　予算現額１５万円に対し、決算額は２７万円で、収入率は１８３．３％である。

（Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

平成３０年度 対前年度増減

予算現額 決算額

　

特別高額医療費共同事
業交付金 315,686

　　　　　第６款　　財産収入

款　　・　　項

令和元年度

決算額 金額 増減率

（Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

150 275 125 183.3 211 64 30.3
125 183.3 211 64

　予算現額３億１，５６８万円に対し、決算額は３億７７２万円で、収入率は９７．５％である。

　歳入の内容は、著しく高額な医療費（レセプト１件につき４００万円を超えるもの）の２００万円超過
分について財政調整を行う交付金である。

30.3

（単位：千円、％）

（Ａ） （Ｂ）

150 275

算額との比較
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１

２

１

31.6

（Ｂ）／（Ａ）

1,850,846

2,413,688

5,863,161

予算現額と決 収入率 決算額 金額 増減率

　　　　　第７款　　繰入金

款　　・　　項

令和元年度 平成３０年度 対前年度増減

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）－（Ｃ）

1,705,267
繰入金 7,714,007 7,714,007 0 100.0

予算現額

（Ｃ）

算額との比較

決算額

△ 562,842 △ 33.0

58.14,157,894基金繰入金 6,571,582 6,571,582
1,142,425

0

一般会計繰入金 0 100.01,142,425

款　　・　　項

令和元年度

算額との比較

（単位：千円、％）

平成３０年度

金額

対前年度増減

　　　　　第８款　　繰越金

100.0

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

収入率 決算額予算現額 増減率決算額 予算現額と決

　歳入の内容は前年度からの繰越金であり、平成３０年度特別会計の歳入歳出決算額における実質収支額
１８７億１,５１８万円が全額繰越された。

15,959,843 2,755,344 17.3100.0
17.3

（Ｂ）／（Ａ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

18,715,187 1 100.0

　予算現額１８７億１，５１８万円に対し、決算額は１８７億１，５１８万円で、収入率は
１００.０％である。

15,959,843 2,755,344

（単位：千円、％）

繰越金 18,715,186 18,715,187 1
繰越金 18,715,186

　予算現額７７億１，４００万円に対し、決算額は７７億１，４００万円で収入率は、１００．０％であ
る。
　歳入の内容は、一般会計繰入金及び保険給付費支払基金繰入金である。
　一般会計繰入金は、事務経費繰入金を一般会計から繰り入れたもので、１１億４，２４２万円の歳入が
あった。
　基金繰入金は、歳入不足分を保険給付費支払基金から取り崩したもので、６５億７，１５８万円の歳入
があった。
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１

２

３

　予算現額７億８，７６１万円に対し、決算額は１２億３２０万円で、収入率は１５２．８％である。

　歳入の主なものは、第三者行為の損害賠償請求に基づく第三者納付金であり、６億９，７５８万円の歳
入があった。

415,115 152.7
160.8

延滞金、加算金
及び過料

雑入

2 237

787,208 1,202,323

235 11,850.0

319,583 36.2諸収入 787,610 1,203,203 415,593 152.8 883,620
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

予算現額と決 収入率 決算額 金額

　　　　　第９款　　諸収入

増減率

算額との比較
款　　・　　項

令和元年度 平成３０年度 対前年度増減

予算現額

預金利子 400 643 243 1,117 △ 474 △ 42.4

（単位：千円、％）

218 19 8.7

882,285 320,038 36.3

決算額
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区　　　分

　令和元年度の歳出決算額を款別構成比率でみると、保険給付費が７，３０６億６，３０１万円で
９６．９％と、歳出のほぼ全てを占めている。

　令和元年度の款別歳出決算額においては、保険給付費が４６３億９，２３９万円、諸支出金が５３億
５，８１５万円、前年度決算額を上回り、基金積立金が３０億６，７８９万円、前年度決算額を下回り、
決算総額で４８７億６，２２５万円の増額となった。

歳出決算状況表

予 算 現 額 に 対 す る 割 合

翌 年 度 繰 越 額

753,940,914
96.8

令和元年度

0 0.0
-
31.0

724,152,944

18,974,287

705,178,657
97.4

款別歳出決算状況表

0
-

　款別の歳出決算状況は、次表のとおりである。

予 算 現 額 に 対 す る 割 合 -

対前年度増減

金額 増減率
令和元年度 平成３０年度

0.00.0
0

54,651,078778,804,022

平成３０年度

6.9
-

48,762,257
-

決 算 額

不 用 額 5,888,82124,863,108
予 算 現 額 に 対 す る 割 合

保 険 給 付 費 754,468,391

予算現額と
決算額との

比較

730,663,011

予算現額 決算額 決算額
区　分

（Ａ） （Ｂ）

　　（３）歳　出

　　　　歳出決算状況は、次表のとおりである。

予 算 現 額 7.5

対前年度増減

(単位：千円、％)

-2.63.2

構　成

比　率 （A）－（B）

決算額 決算額

97.0

（Ｂ）－（Ｃ）

46,392,393

0.0

0.4

684,270,618

比　率（Ｃ）

1,500,091

1.0 △ 3,067,898

250,720

0.2

増減率

56.3

金額

構　成

165,995

46,663 27,807

1,467,167 1,301,172 0.2 △ 198,919
23,805,380

0.5

0.0

△ 13.3

△ 44.7

11.5

0

96.9 6.8

6,868,770
9.0

100.0

0.0

6.9
-

1.4
0.0

5,358,154
0

48,762,257
0.0 6,874 0

9,509,899

3,800,872

6,874
諸 支 出 金 14,901,459

705,178,657

0

24,863,108100.0

2.0 33,406

－ -

14,868,053

特別高額医療費
共同事業拠出金 315,687 269,024

保 健 事 業 費 3,843,571 3,038,782
基 金 積 立 金

0.4 804,789

決算額は７，５３９億４，０９１万円で、予算現額７，７８８億４０２万円に対する割合は９６．８％
である。
　翌年度繰越額はなく、不用額は２４８億６，３１０万円で、予算現額に対する割合は３．２％である。

(単位：千円、％)

241,217

総 務 費

公 債 費 1 0 0.0 1 0 -

2,788,062
3,800,872

予 備 費

県 財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

－ － － － － －

0

　県財政安定化基金拠出金は、令和元年度も負担が無かった。

753,940,914778,804,022合　  計
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１

196,771 3,914 98.0

13,522 1,59515,117
70,284

85.7
89.4

67,716

1,500,091

不用額 執行率

43,822

88.7 △ 198,919 △ 13.3

　予算現額１４億６，７１６万円に対し、決算額は１３億１１７万円で、執行率は８８．７％である。

総務費 1,467,167 88.7

算額との比較

165,995

（Ｂ）／（Ａ）

増減率

　　　　　第１款　　総務費

款　　・　　項

令和元年度 平成３０年度 対前年度増減

予算現額と決決算額

（単位：千円、％）

予算現額

（Ａ）

1,500,091 △ 198,919

決算額

△ 13.3

金額

（Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

　　　　　　　　

　このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。

（単位：千円、％）

17,325 16,879

262,542

被保険者証作成等事業

ジェネリック医薬品利用差額通
知等業務委託事業

後期高齢者医療に関する医療費
通知作成業務委託事業

97.4

　決算額の内訳は、次のとおりである。

　　第１項　総務管理費

　　　第１目　一般管理費（役務費、委託料など）　　　　　　　　　　　　　　　１３億１１７万円

2,568

事　業　名 支出済額

306,364
印刷製本事業

96.3

94.2

85.6

総務管理費 1,467,167 1,301,172

予算現額

電算機器運用・維持管理事業

執行率

（Ｂ） （A）－（B）

1,301,172 165,995

106,764 91,363

5,597

後期高齢者医療に関する電算処
理システム運用業務委託事業

97,046 91,449

15,401

レセプト点検委託事業

200,685

損害賠償求償事務委託事業

446

　電算機器運用･維持管理事業は、後期高齢者医療電算処理システム（標準システム）の機器類（サー
バ、端末、プリンタ等）の調達、保守・運用管理や、マイナンバー情報連携事務において中間サーバを
介して情報ネットワークシステムを利用するためのシステムの運用等業務について委託を行ったもので
ある。

19,124 17,582 1,542 91.9

　被保険者証作成等事業は、年次一斉更新のための被保険者証の作成及び封入・封かんと合わせ、年次
更新後に市町村が使用する年齢到達者用の被保険者証、封筒等を作成したものである。

　レセプト点検委託事業は、医療給付費の適正化を図るため、診療報酬明細書（レセプト）等の資格点
検及び内容点検業務を委託したものである。

　印刷製本事業は、後期高齢者医療制度の広報・周知のため、被保険者証交付時用ミニガイド、保険料
納付通知書送付時用パンフレット、被保険者証切替時の広報用ポスター、保険料軽減制度改正周知用の
リーフレットを作成したものである。

　後期高齢者医療に関する電算処理システム運用業務委託事業は、広域連合の電算処理システムの円滑
な運用を図るため、資格管理業務、賦課業務、収納業務、給付業務に係る運用業務を委託したものであ
る。

　後期高齢者医療に関する医療費通知作成業務委託事業は、適正受診の促進及び医療機関等からの不正
請求防止のため、医療費通知の作成等の業務を委託したものである。

-20-



　　　第１目　一般管理費（委託料）の執行残　　　　　　　　　　　　　　　　　　９，４３４万円

　不用額は１億６，５９９万円であり、その主なものは次のとおりである。

　　第１項　総務管理費

　損害賠償求償事務委託事業は、交通事故等の第三者行為に係る医療費を請求するため、損害賠償求償
事務を委託したものである。

　ジェネリック医薬品利用差額通知等業務委託事業は、医療費削減のため、ジェネリック医薬品利用差
額通知の作成及び発送等の業務を委託したものである。
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１

２

３

　　　第２目　高額介護合算療養費（負担金、補助及び交付金）　　　　　８億１，６９７万円

　予算現額７，５４４億６，８３９万円に対し、決算額は７，３０６億６，３０１万円で、執行率は、
９６．８％である。

　　　第１目　葬祭費（負担金、補助及び交付金）　　　　　　　　　　２２億９，５５５万円

　　　第２目　訪問看護療養費（負担金、補助及び交付金）　　　　　　３７億３，７２１万円

2.6
8,788,736

療養諸費 743,306,655 720,303,452 23,003,203
高額療養諸費 7,158,364 905,645 12.7

保険給付費 754,468,391 730,663,011

算額との比較

77,450

（Ｂ）／（Ａ）

その他医療給付費 2,373,000 2,295,550

審査支払事務委託事業

23,805,380

款　　・　　項
執行率

　　　第１目　高額療養費（負担金、補助及び交付金）　　　　　　　　７２億４，７０２万円

　　第３項　その他医療給付費

金額 増減率

3,737,216

7,692,230 7,027,015
1,613,023

45,428,248

2,237,050 58,500

　決算額の主なものは、次のとおりである。

支出済額予算現額

決算額

674,875,204
6.8

不用額

　主要事業の執行状況は次のとおりである。

（単位：千円、％）

　　第１項　療養諸費

　　　第４目　審査支払手数料（委託料）　　　　　　　　　　　　　　１６億１，３０２万円

96.7

91.8

96.9

684,270,618 46,392,393
6.7

（Ｂ）－（Ｃ）

予算現額と決

96.8

　　　　　第２款　　保険給付費

（Ａ） （Ｂ） （A）－（B）

令和元年度 平成３０年度 対前年度増減

予算現額 決算額

（Ｃ）

1

93.2

91.4

2,373,000
59,383
77,450葬祭費支給事業 2,295,550

　高額療養費（外来年間合算）支給事業は、被保険者の負担軽減のため、１年間（８月１日～翌年７月
３１日）に支払った外来分の一部負担金の合計が自己負担限度額を超えた場合、申請により超えた金額を
高額療養費として支給したものである。

　審査支払事務委託事業は、適正な医療費を支払うために、保険医療機関等から請求のあった診療報酬明
細書（レセプト）等について、請求内容の審査事務及び診療報酬等支払事務を委託したものである。

96.7

高額療養費支給事業

816,979

665,215

　高額療養費支給事業は、被保険者の負担軽減のため、１か月に支払った一部負担金の合計が自己負担限
度額を超えた場合、申請により超えた金額を高額療養費として支給したものである。

高額療養費（外来年間合算）支
給事業

22,957,154

　　　第１目　療養給付費（負担金、補助及び交付金）　　　　　７，１４９億５，３１７万円

療養給付費等支払事業 714,953,179
執行率

訪問看護療養費支払事業

96.9

　　第２項　高額療養諸費

3,737,217
737,910,333

100.0
1,658,855 45,832

（単位：千円、％）

8,064,009 724,727

事　業　名

97.2

220,144 220,013 131 99.9

高額介護合算療養費支給事業 876,362

　療養給付費等支払事業は、審査を経た保険医療機関等からの診療報酬明細書等（レセプト）に基づき、
診療報酬等を支払ったものである。

　訪問看護療養費支払事業は、被保険者が居宅において、訪問看護ステーションの看護師等から訪問看護
を受けた場合の訪問看護療養費を支払ったものである。
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　不用額は２３８億５３７万円であり、その主なものは次のとおりである。

　高額介護合算療養費支給事業は、被保険者の負担軽減のため、１年間（８月１日～翌年７月３１日）に
支払った医療保険と介護保険の自己負担額を合算し、限度額を超えた場合、申請により超えた金額を高額
介護合算療養費として支給したものである。

　葬祭費支給事業は、葬祭費用を補助するため、被保険者が死亡した場合、申請により葬祭執行者に対し
て葬祭費（１件５万円）を支給したものである。

　　第１項　療養諸費

　　　第１目　療養給付費（負担金、補助及び交付金）の執行残　　　２２９億５，７１５万円

　　第２項　高額療養諸費

　　　第１目　高額療養費（負担金、補助及び交付金）の執行残　　　　　６億６，５３４万円
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１

315,687 269,024

（Ａ）

算額との比較

金額決算額

平成３０年度 対前年度増減

（単位：千円、％）

　　　　　第３款　　特別高額医療費共同事業拠出金

増減率
款　　・　　項

令和元年度

予算現額 決算額 予算現額と決 執行率

（Ｂ） （A）－（B） （Ｂ）－（Ｃ）

85.2 241,217 27,807 11.5

（Ｂ）／（Ａ） （Ｃ）

85.2 241,217 27,807 11.5

　高齢者の医療の確保に関する法律第１１７条第３項に基づく特別高額医療費共同事業への拠出金であ
る。

特別高額医療費共同事業拠出金

特別高額医療費共同事業拠出金 315,687 269,024 46,663

46,663

　予算現額３億１，５６８万円に対し、決算額は２億６，９０２万円で、執行率は８５．２％である。
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１

　歯科健康診査委託事業は、被保険者の健康保持・増進に大きな影響を及ぼす歯科口腔機能に係る健
診・保健指導を（一社）埼玉県歯科医師会への事務委託により実施したものである。

歯科健康診査委託事業 81,220 47,305 33,915 58.2

　　　第３目　その他健康保持増進費（負担金、補助及び交付金）の執行残　　　２億８，１７１万円　　　　　　　

　予算現額３８億４，３５７万円に対し、決算額は３０億３，８７８万円で、執行率は７９．１％であ
る。

予算現額 支出済額

（単位：千円、％）

　　　第１目　健康診査費（委託料など）　　　　　　　　　　　　　　　　　２５億４，５７６万円

（Ｂ）－（Ｃ）

250,720 9.0保健事業費

（A）－（B） （Ｂ）／（Ａ）

804,789 250,720健康保持増進事業費 3,843,571
3,843,571 3,038,782 804,789

3,038,782

（Ｂ）

　　　　　第４款　　保健事業費

款　　・　　項
算額との比較

執行率

令和元年度 平成３０年度 対前年度増減

予算現額 決算額 金額 増減率予算現額と決 決算額

　決算額の主な内容は、次のとおりである。

（単位：千円、％）

79.1 2,788,062
（Ｃ）

不用額 執行率

（Ａ）

　このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。

　　　第３目　その他健康保持増進費（負担金、補助及び交付金など）　　　　　４億９，０２５万円　　　　　　　

　　第１項　健康保持増進事業費

事　業　名

9.079.1 2,788,062

　不用額は８億４７８万円であり、その主なものは次のとおりである。

　　第１項　健康保持増進事業費

　　　第１目　健康診査費（委託料）の執行残　　　　　　　　　　　　　　　　５億１，１５９万円

83.9健康診査委託事業 2,959,080 2,481,400 477,680

　健康診査委託事業は、被保険者の健康保持・増進のため、各市町村への業務委託により健康診査を実
施したものである。
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１

　決算額の内容は、次のとおりである。

１

対前年度増減

予算現額と決

（Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

決算額

1 0

（Ａ） （Ｂ） （A）－（B）

（単位：千円、％）

増減率

0 0.0
公債費 1 0.0 0.0

0.0

　当年度は未執行であった。

0 0

（Ｂ）／（Ａ）

1 0 1 0

算額との比較

（単位：千円、％）

予算現額

（Ｂ）／（Ａ）

決算額

款　　・　　項

令和元年度 平成３０年度

予算現額

（Ｂ）

金額予算現額と決

執行率 決算額 金額

公債費

対前年度増減

△ 44.7

令和元年度

　　　　　第５款　　基金積立金

執行率

100.0 6,868,770
（Ａ）

0
（Ｂ）－（Ｃ）

△ 3,067,898

（A）－（B）

増減率決算額

（Ｃ）

算額との比較

3,800,872

款　　・　　項

平成３０年度

　予算現額３８億８７万円に対し、決算額は３８億８７万円で、執行率は１００．０％である。

100.0 6,868,770
基金積立金 3,800,872

　　第１項　基金積立金

　　　　　第６款　　公債費

3,800,872

　　　第１目　保険給付費支払基金積立金（積立金）　　　　　　　　　　　　　　　３８億８７万円

△ 3,067,8983,800,872 0基金積立金 △ 44.7
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１

　　　

１

9,509,899 5,358,154

　予算現額１４９億１４５万円に対し、決算額は１４８億６，８０５万円で、執行率は９９．８％であ
る。

（単位：千円、％）

（単位：千円）

　　　第１目　還付金（償還金利子及び割引料）　　　　　　　　　　　　　　　　１億２，１２６万円　

　　　　　第８款　　予備費

　決算額の主な内容は、次のとおりである。

償還金及び還付加算
金等 14,901,459 14,868,053 33,406 99.8 56.3

決算額 増減率決算額 金額

9,509,899

　　　　　第７款　　諸支出金

算額との比較

予算現額 執行率

14,868,053
（Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）（Ｂ）

56.333,406 99.8

0.0 0 0 0.0

款　　・　　項

　　第１項　償還金及び還付加算金等

　　　第２目　償還金（償還金利子及び割引料）　　　　　　　　　　　　　　１４７億４，６４２万円

諸支出金

（Ｂ）／（Ａ）（Ａ）

5,358,154

予算現額と決

14,901,459

　当年度は未執行であった。

予備費 6,874 0 6,874

執行率予算現額 決算額 予算現額と決

対前年度増減

令和元年度 平成３０年度 対前年度増減

平成３０年度

（A）－（B）

金額 増減率

（Ｂ）－（Ｃ）

6,874 0.0
（Ｃ）

0

（A）－（B）

算額との比較

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）／（Ａ）

予備費 0.0 06,874 0

款　　・　　項
決算額

令和元年度

－27－
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４ 財産に関する調書 

 

（１）物 品 

    物品（取得価格が１点１００万円以上の備品）の現在高は０点で、当年度中の増減は

なかった。 

 

（２）基 金 

保険給付費支払基金の前年度末現在高１８９億８，５８８万円に、利子積立金２７万

円、積立金３８億５９万円を加え、後期高齢者医療制度に係る保険給付等に要する費用

に充てるため、６５億７，１５８万円を取り崩した結果、年度末現在高は１６２億 

１，５１７万円となり、当年度中に２７億７，０７１万円減少した。 



 - 29 - 

５ むすび 

 

令和元年度の一般会計と特別会計を合わせた決算総額は、歳入が７，７００億３，４２４万円、

歳出が７，５５４億２，２１２万円となり、形式収支においては、１４６億１，２１１万円の黒字

となり、翌年度へ繰り越すべき財源がなかったため実質収支も、１４６億１，２１１万円の黒字と

なっている。黒字額は、前年度と比較して４１億２，５０８万円（２２．０％）の減となっている。 

これを会計別決算状況についてみると、一般会計においては、歳入が１４億９，６６０万円、歳

出が１４億８，１２１万円となり、形式収支、実質収支ともに１，５３８万円の黒字となっている。 

また、特別会計においては、歳入が７，６８５億３，７６４万円、歳出が７，５３９億      

４，０９１万円となり、形式収支、実質収支ともに１４５億９，６７２万円の黒字となっている。 

歳入では、一般会計の歳入決算額の予算現額に対する割合は、ほぼ１００％となっており、一般

会計のうち中心的歳入であり、かつ自主財源の根幹でもある市町村負担金は１４億７，１６２万円

となり、繰越金２，２０１万円と合わせて歳入総額のほぼ１００％を占めている。 

歳出では、一般会計において、総務管理費の事務局職員給与等負担金２億７，１９８万円及び社

会福祉費の事務経費繰出金１１億４，２４２万円で歳出総額の９５．５％を占めるが、事務局職員

給与等負担金は広域連合に職員を派遣している市町村に支払われており、事務経費繰出金は、特別

会計へ繰り出されている。 

また、特別会計において、歳出総額の９６．９％を占める保険給付費（７，３０６億６，３０１

万円）は、保険医療機関等に診療報酬又は施術費等として支払われている。 

 

今回、審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書並びに同附属書類は、いずれも計

数が正確であり、また、予算の執行、会計事務及び財産の管理など財務に関する事務の執行につい

ても、適正に執行されているものと認められた。 

 今後、団塊の世代が後期高齢者医療制度に加入していくことから、本県の被保険者数はさらに増

加し、医療給付費も年々増加していくことが見込まれる。広域連合は、引き続き、被保険者が安心

して適切な医療等を受けられるよう、後期高齢者医療制度の安定的な運営を確保する重要な役割を

担っている。 

 そこで、以下の点について留意され、適正な制度運営と健全な財政運営に努められたい。 

 

１ 市町村における保険料収納率は、前年度に引き続き向上しているが、今後とも被保険者の状況

も踏まえ、市町村と連携した収納対策に努められたい。 

２ 令和２・３年度の保険料率改定に当たっては、低所得者に配慮し、剰余金を活用し極力保険料

率を維持する改定を行ったところであるが、団塊の世代が後期高齢者となる２０２５年問題を踏

まえた国の議論を注視しつつ、今後とも、中・長期的視野に立った財政運営を図られたい。 

３ 令和２年５月末現在、本県の被保険者数は９４万人を超え、医療給付費が増加していく中、医

療費適正化に向けレセプト点検の強化やジェネリック医薬品の利用促進を図るとともに、病気の

早期発見や重症化予防に向けた健康診査、フレイル対策等の保健事業のさらなる充実を図り、介

護予防等と一体的なものとして、効果的に実施されたい。 

４ 被保険者数や医療給付費の増加、さらには保険者として求められる役割の増大により、広域連

合の業務量は今後とも増加することが想定されるため、より一層効率的で円滑な事務運営を図ら

れたい。 
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